


















































































































































































































































































































































































































































































パレスチナ人 シリア人 イラク人 エジプト人 その他
図５　ヨルダン国内における国籍別外国人居住者の割合
注）数値は実数 （人）


























































































































































































































































男 93,597 22,335 18,074 30,073 19,017 192,904
女 276 188 89 243 319 1,254
シリア
男 379 1,433 531 2,304 192 5,202
女 5 17 1 60 6 105
その他のアラブ諸国
男 427 1,524 127 1,325 636 4,539
女 0 6 0 113 74 260
パキスタン
男 1,832 1,061 76 158 36 3,208
女 264 46 0 0 1 312
インド
男 104 9,425 959 424 154 11,169
女 1 283 3 3 14 326
フィリピン
男 1 128 143 322 97 777
女 0 10 1 330 15,636 16,138
スリランカ
男 6 6,165 6 32 67 6,295
女 0 4,830 0 4 3,742 8,586
インドネシア
男 2 11 0 6 10 34
女 0 0 0 5 1,233 1,242
その他
男 480 11,462 36 708 679 14,424
女 0 19,290 0 339 28,445 48,250
合計
男 96,828 53,544 20,219 35,352 20,888 238,552




5つある （表 4）。その 5都市圏であるアンマン
（Amman）、イルビット （Irbid）、ザルカ （Zarqa）、



















の統計（ UN Demographic Yearbook） による
と、ヨルダンには人口10万人以上の都市圏が
表３　ヨルダンにおける都市人口比率の上昇
年 人口 都市人口 比率
2011 624.9 516.2 82.6％
2013 653.0 539.4 82.6％














































































アンマン Amman 1,147,447 2,155,056 4,007,526
イルビット Irbid 247,275 300,327 1,770,158
ザルカ Zarqa 428,623 481,267 1,364,878
ルサイファ Russiefa 218,211 277,311 481,900
アカバ Aqaba － 106,801 188,160
注）都市圏人口による．アカバが掲載されるのは2009年以降．











県の鉱業 （同1.6） があげられる （表 6）。
マフラク県は、ヨルダンの資源分布図 （図13）
には明示されていないが、国内唯一の商業的生






















輸出 金額 （億 JD） 19,498 56,846 34.3％
重量 （万 t） 697 1,073 65.0％
輸入 金額 （億 JD） 68,129 134,402 50.7％
重量 （万 t） 1,022 1,643 62.2％













































?????? ?? ?? ??????????????? ??????????
鉱業 0.9 0.5 1.1 0.4 0.7 5.2 0.4 0.0 1.6 0.0 0.0 1.0
製造業 1.2 0.8 1.1 0.9 1.0 0.6 0.7 0.6 0.7 0.7 0.6 0.7
電気・ガス・水道・熱供給 1.6 0.3 1.2 0.0 0.7 0.8 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.8
建設業 1.7 0.5 0.9 0.3 0.6 0.3 0.1 0.1 0.3 0.5 0.4 1.0
卸売・小売業 1.1 0.8 1.0 1.0 1.0 0.7 0.8 0.8 1.0 0.9 0.9 1.1
運輸業 1.4 0.2 1.5 0.3 0.5 0.8 0.1 0.1 0.1 0.3 0.4 3.0
宿泊業・飲食サービス業 1.2 0.8 1.0 1.0 0.8 0.6 0.8 0.6 0.8 0.8 1.3 1.7
情報通信業 1.6 0.5 0.6 0.7 0.8 0.4 0.3 0.5 0.6 0.8 1.3 0.7
金融・保険業 2.0 0.1 0.3 0.5 0.3 0.7 0.2 0.5 0.1 0.2 0.3 0.9
不動産業 1.6 0.7 0.9 0.4 0.7 0.3 0.2 0.1 0.1 0.0 0.2 1.1
学術研究、専門・技術サービス業 1.6 0.4 0.7 0.7 0.8 0.4 0.5 0.7 0.8 0.4 0.3 0.6
その他の事業所サービス業 1.4 0.8 0.9 0.9 0.7 0.6 0.5 0.5 0.6 0.4 0.8 1.1
教育 1.2 0.7 1.0 0.7 1.1 0.5 0.8 1.0 0.7 0.4 0.7 0.5
医療、福祉 1.6 0.5 0.8 0.9 0.7 0.3 0.3 0.3 0.6 0.5 0.5 0.8
その他のサービス業 1.1 0.9 1.1 1.0 0.9 0.6 0.8 0.8 0.9 0.8 0.9 0.9


























Hani Alnawafleh, Khalid Tarawneh, Rami Alrawashdeh (2013) : Geologic and economic potentials of minerals and






















































資料：Establishment Census 2011, 






























































































































































































26 コンピューター・電子・光学製品製造業 0.418 29 80.6％
22 ゴム・プラスチック製品製造業 0.416 171 80.3％
15 皮革・関連製品製造業 0.409 86 79.6％
21 医薬品製造業 0.382 42 76.4％
28 他に分類されない機械器具製造業 0.354 57 74.0％
18 印刷業・記録媒体製業 0.329 456 71.6％
17 紙・紙製品製造業 0.336 71 69.6％
32 その他の製造業 0.285 311 67.2％
20 化学製品製造業 0.307 210 63.3％
27 電気機器製造業 0.267 73 59.8％
24 一次金属製造業 0.291 51 58.6％
33 機械器具修理・設置業 0.195 304 55.2％
31 家具製造業 0.213 1,674 54.0％
11 飲料製造業 0.187 61 53.5％
16 木材・木製品製品業 0.121 701 49.0％
29 自動車・トレーラ製造業 0.190 89 46.1％
13 織物製造業 0.088 324 46.1％
25 金属製品製造業 0.060 1,990 42.8％
14 衣服製造業 0.070 985 42.1％
10 食品製造業 0.110 1,550 36.2％
23 その他の非金属鉱物製品製造業 0.090 948 34.8％
12 タバコ製品業 0.460 7 30.4％
19 コークス・精製石油製品製造業 0.851 0  0.0％
30 その他の輸送用機械器具製造業 0.851 0  0.0％
C 製造業合計 0.087 10,190 45.6％
人口 － 2,419,600 38.7％
注）・ハッチは、アンマンへの集中率とジニ係数が製造業合計よりも高いことを示す．
　  ・ジニ係数は県別人口が全国に占める割合を基準に算出した．
































































































































































Mart）、Kマ トー （K-Mart）、ターゲット （Target）
といったアメリカのディスカウント・ストア向
表10　ヨルダンにおける主要輸出入品とその金額 （2014年）
　輸出品 億 JD 　輸入品 億 JD
1 衣服 9.1 ガソリン等の燃料 24.4
2 野菜 4.6 原油 16.4
3 医薬品 4.2 輸送用機械・同部品 12.2
4 カリウム塩類 4.2 織編用糸・織物等  6.0
5 リン鉱石 3.3 鉄・鋼  5.3
資料：Jordan Statistical Yearbook 2015
23―　　―
（アラブ経済社会開発基金：Arab Fund for Eco-





































済事業機関：United Nations Relief and Works 













































































2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年
アメリカ合衆国 400.56 377.56 456.84 563.36 535.82 1192.35
ドイツ 87.36 68.36 58.05 91.25 69.58 80.38
日本 45.18 58.40 28.24 161.90 45.00 159.20
フランス 67.01 12.61 26.86 135.22 91.31 －
韓国 － 11.87 30.03 24.29 － 409.20
UNRWA 118.05 132.94 134.23 160.16 123.00 173.60
AFESD 47.51 187.52 47.07 27.05 143.96 48.33
EU 85.44 129.88 145.13 137.19 222.79 210.59
注）・主要な国・国際機関ともいずれかの年に実績額上位 3位までに入ったもの．
　  ・EUについては関連諸団体の合計．









































































































UNHCR（国連難民高等弁務官事務所：The Office of the 
United Nations High Commissioner for Refugees）




United Nations Relief and Works Agency for 
Palestine Refugees in the Near East）ホームページ
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